
２０１５年 鳥取市議会９月議会 補正予算案、手数料条例改正について反対討論 日本共産党鳥取市議団 角谷敏男 

 

私は、日本共産党鳥取市議団を代表して、議案第 106 号鳥取市一般会計補正予算及び議

案第 119号鳥取市手数条例の一部改正について、反対しますので、討論をおこないます。 

 

まず、マイナンバー制度に係る予算と条例についてです。今年春、日本年金機構から 145

万件の個人情報が流出した以降、市民・国民の中に情報管理、個人情報保護に対する不安と

疑問が一気に顕在化しています。 

 政府は、国会でわが党が年金機構の情報流出や民間企業の情報漏えい事件を踏まえ、100%

情報漏えいを防ぐことは困難であること、意図的に情報を盗み取る人間がいること、一度漏

れた情報は流通・売買され取り返しが付かないこと、情報は集積されるほど利用価値が高ま

り攻撃されやすいことを指摘し、官房長長官も「そういうものであるということを基本に防

御体制をつくることが大事だ」と答弁し、マイナンバー制度はこの 4つの危険があることを

認めています。しかし、政府はこの制度の推進を中止せず、10 月 5 日から番号を国民に知

らせる「通知カード」の郵送をします。むしろ国会では与党などの賛成で特定検診などの利

用拡大をおこない、本市も法令上推進を義務づけされています。 

鳥取市は国の方針にもとづき広報活動として日本年金機構の情報流出前に、チラシの新聞

折込みと「とっとり市報」での制度説明をしていますが、インターネットアンケートでは、

情報システムには一定の理解があるものの、不安な点について、7割の市民が情報流出の危

険性をあげ、利用分野の拡大については、4人に一人が拡大すべきでないとし、自由意見で

は情報管理の徹底と安全性の確保を前提とした実施を求める声、情報管理への不安と流出の

危険と利用拡大への懸念などがほとんどを占めています。 

 こうした市民・国民の理解は不十分なまま、強いと不安が解消されていないもとでは、制

度の実施は国のレベルで実施を延期すべきであり、それに関わる市の実務的な追加予算の計

上と条例制定は認めることはできません。 

 

もう一点は、東部広域行政管理組合への負担金があります。これは可燃物処理施設建設に伴

い施設に発電機能を持たせる高効率発電のために、必要な工事をおこなう負担金 1 億 7 千

万円余りの計上です。高効率発電は、一定量の発電が必要であり、ごみの減量化へ各種施策

をおこなっている町村のとりくみと環境保全を求める住民の願いに逆行するものです。 

また送電線の工事推進は、事実上の施設建設の着工です。新可燃物施設の工事主体、事業

主体はあくまでも東部広域です。 

しかし、すでに今年の 3月段階で中国電力から回答があったにもかかわらず、鳥取市もた

だちにその話し合いの内容を公表し、地元の説明と合意を得る責任を果たしていません。鳥

取市が地元自治体にもかかわらず、地元住民への説明さえもしないまま、東部広域は去る 7

月の議会で工事費計上の予算を提案しました。工事の説明は中国電力が実施するという態度

は、明らかに地元合意、住民の理解を得る努力をしないことであり、これまでとは説明責任

が明らかに後退したもので、認めることはできません。 

以上です。各議員の賛同をお願いし、討論を終わります。 

 


